
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資金収入 1900000000
リース債務の返済による支出  265129886
不要財産に係る国庫納付等による支出  20986642177
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財務活動によるキャッシュ・フロー  19351772063

Ⅳ 資金増加額 96155650916
Ⅴ 資金期首残高 1090131326730
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Ⅵ 資金期末残高 1186286977646
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重要な会計方針
「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和７年９月29日改訂）並びに「『独
立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和８年３月最終改訂）（以
下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
（一般勘定、中小企業倒産防止共済勘定）
業務達成基準を採用しております。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につ
いては期間進行基準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く。）
（一般勘定、産業基盤整備勘定、施設整備等勘定、小規模企業共済勘定、中小企業倒産防止共
済勘定）
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～52年
構築物 ２年～42年
機械装置 ６年～15年
工具器具備品 ２年～20年

 無形固定資産（リース資産を除く。）
（一般勘定、小規模企業共済勘定、中小企業倒産防止共済勘定）
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
商標権 ５年～10年

法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（１～５年）に基づい
ております。
 リース資産
（一般勘定、小規模企業共済勘定、中小企業倒産防止共済勘定）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 特定の償却資産
（一般勘定、産業基盤整備勘定、小規模企業共済勘定、中小企業倒産防止共済勘定）
有形固定資産及び無形固定資産のうち、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）
の減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示してお
ります。

３．引当金の計上基準
 貸倒引当金
（一般勘定、産業基盤整備勘定、施設整備等勘定、中小企業倒産防止共済勘定）
債権の貸倒に係る損失に備えるため、一般債権及び中小企業倒産防止共済勘定の貸倒懸念債
権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
 賞与引当金
役員及び職員等に対する賞与の支払に充てるため、将来の支払見込額のうち当事業年度に発
生した額を計上しております。
ただし、当該支払見込額のうち、運営費交付金で財源措置される額については、賞与引当金
と同額を賞与引当金見返として計上しております。
 保証債務損失引当金
（産業基盤整備勘定）
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上
しております。
なお、当該引当金の計上にあたっては、一般債権に相当する被保証先については保証履行等
実績率に基づき、また、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に相当する被保証先については個別
に保証履行可能性を勘案して計上しております。

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法
役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づいて退職給付引当金（前払年金費用）を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては期間定額基準によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生事業年度に全額費用処理しております。
ただし、退職一時金及び企業年金から支給される年金給付に係る引当金のうち、運営費交付金
により財源措置される額については、退職給付引当金（前払年金費用）と同額を退職給付引当金
見返（前払年金費用見返）として計上しております。
５．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準
 完済手当金準備基金
（中小企業倒産防止共済勘定）
将来の完済手当金の支払に備えるため、独立行政法人中小企業基盤整備機構の産業基盤整備
業務を除く業務に係る業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成16年６月30
日経済産業省令第74号。以下「業務運営等省令」という。）第20条第１項の規定により、経済産
業大臣の定めるところ（独立行政法人中小企業基盤整備機構の倒産防止共済基金、完済手当金
準備基金及び異常危険準備基金の積立てについて、独立行政法人中小企業基盤整備機構理事長
宛、中小企業庁長官、平成17年１月12日、平成16・12・21中第３号、改正平成24・03・29中第
12号。以下「積立規程」という。）による金額を計上しております。
 異常危険準備基金
（中小企業倒産防止共済勘定）
将来の共済貸付けの急増その他異常な事態に備えるため、業務運営等省令第20条第２項の規
定により、経済産業大臣の定めるところ（積立規程）による金額を計上しております。

６．有価証券の評価基準及び評価方法
 満期保有目的債券
償却原価法（定額法）によっております。

 関係会社株式
（一般勘定、施設整備等勘定、出資承継勘定）
出資先持分額による評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分純資産直入法によ
り処理）によっております。
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